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１ 監査対象部署 行政管理部 地域振興課 

２ 監査実施日  令和７年２月 25 日 

３ 監査実施場所 監査委員室 

４ 監査の範囲  令和５年度の財務に関する事務及び事業の管理全般 

５ 監査の執行者 監査委員 西村 一伸 

         監査委員 表  靖二 

６ 監査の実施手続 

  あらかじめ必要と認めた事項を記した監査資料、関係する管理資料、申請書類及

び執行手続書類並びに台帳等の提出を求め、事務局職員により、その内容の閲覧、

帳簿突合、質問等の予備監査を行った。 

  また、監査当日は、行政管理部長ほか関係職員の同席の下、所属長から監査資料

に基づき事務事業の執行状況等を聴取するとともに、質疑を交わした。 

７ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、関係法令に基づき適正か

つ効率的、合理的に行われているかを主眼として、監査を実施した。 

監査の主な着眼点は、次のとおりである。 

（１）収入及び支出事務は、関係法令等に基づき適正に行われているか。 

（２）契約事務は、関係法令等に基づき適正に行われているか。 

（３）財産の管理は、適正に行われているか。 

（４）施設の維持管理は、適正に行われているか。 

（５）公金の取り扱いは、適正に行われているか。 

（６）前回の監査で指摘した事項は、適正に改善されているか。 

８ 監査の結果 

  予算執行状況、財産の管理状況、事務事業の管理状況、安全対策及び前回指摘事

項の項目については、おおむね良好に執行がなされているものと認められた。事務

処理上にわたる注意事項については、監査の過程において当事者に指導したので本

書には省略した。 

９ 監査の結果に添える意見 

１ 高齢等による運転免許証の自主返納が進む中、喫緊の課題となるのが返納後の

「生活の足」の確保である。日常生活で自動車を使って自由に移動してきた人に

とって、電車や路線バスなどの公共交通機関は単純な代替手段とはなりにくいの

が実情である。自由に移動する手段を失ったことに対する不安感や外出機会の減



  

少による社会的な孤立感など生活に大きな変化が伴うことから、これらに対する

ケアを含めた網羅的な対処が求められる。 

本市では、路線バスの効率化、自動運転バスの運行、ライドシェアやデマンド

タクシーの拡充など、多様な交通ニーズに応じた持続可能な公共交通体系の構築

を推し進めている。これら移動手段の選択肢の拡大に向けた取り組みを官民連携

により今後も推進するとともに、免許返納後の暮らしをより豊かなものにするた

めには、生涯学習や医療・福祉などの分野との連携も欠かせない。公共交通施策

とこれらが一体となって、運転免許証返納後の生活を支えることで、高齢者等が

新たな生活スタイルをより前向きに生きることができるよう、今後の展開に期待

するものである。 

２ 地域住民の日常生活は、町内会のさまざまな活動によって支えられている。防

犯灯の設置、通学路や高齢者の見守りなど安全・安心の確保、清掃活動やごみス

テーションの維持管理など地域の美化・環境保全のほか、祭りなどの行事を通じ

た住民同士の交流や災害時の相互助け合いの場の提供など、多岐にわたる役割を

担っている。また、本市には外国人が多く、彼らが地域コミュニティとうまく関

わることは、地域社会における外国人との共生にも寄与するものである。 

このように、町内会は行政の手の行き届きにくい部分を補い、住民の声を行政

に届けるパイプ役として住民生活に不可欠な存在となっている。その円滑な運営

と活性化のためには、担い手の安定的な確保が必要となるが、少子高齢化の進行

やライフスタイルの変化とともに、「共働きのため地域活動への頻繁な参加が難し

い」、「一人で複数の役割を担い負担感が大きい」、「転入者で地域の風習に馴染め

るか不安」などの思いを耳にすることがある。 

これらの声を受け止め、住民の多様な価値観やライフスタイルを尊重しつつ、

人口減少と移住・転入促進のバランスを保っていくことが肝要であり、町内会に

新たに仲間入りした人たちに対しては、前例を押し付けるこなく、多様な意見を

取り入れウェルカムの姿勢により、地域コミュニティを共に作り上げていく関係

を持つことが重要である。 

そのため、市においては、町内会と連携し、町内会活動の意義や目的とともに、

住民同士の交流や相互助け合いなど地域コミュニティの活性化に積極的に取り組

んでいる町内会活動を好事例として紹介するなど、町内会活動が身近なものとし

て住民の目に触れるようサポートすることがまずは大切である。特に、若い世代

の参加を促すためには、デジタル技術の活用も図りながら町内会活動の効率化を

高めるなど、参加しやすい配慮を行うことも効果的である。 

地域コミュニティの持続的な活力こそが、明るくにぎやかなまちの実現に寄与



  

するものであり、今後の展開に期待するものである。 

 


